
中国で新しく増値税法が施行されたと聞きました。日本親会社として、最低限知っておくべきことやチェック
すべきポイントがあれば教えてください。
2026 年 1 月 1 日から新増値税法が施行されています。新法の施行に先立ち、実施条例や関連する公告が
発表されており、今後の増値税の運用に関する確定性および安定性が強化されることが期待されています。

今後は安定した納税環境下で、優遇税制の適用などタックスプランニングの効果が出やすい環境になることが期待
されます。
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の見直しが図られ、仕入税額控除が認められる余地は残
しています。
第 21 条　納税者が貸付サービスの提供を受けた場合の利
息、および貸付者に支払った当該貸付サービスと直接関
連する投資・融資顧問料、手数料、コンサルティング料
等の費用については、その仕入税額を当面の間、売上税
額から控除してはならない。
　国務院財政・税務所管機関は、貸付サービスの購入に
係る利息および関連費用を控除してはならないという政
策の実施効果について、適宜検討および評価を行うべき
である。

（３）売上増値税についてのアップデート
　売上増値税の変更点としては、クロスボーダー取引な
どの複雑化する経済取引下において、サービスや無形資
産の発生地の判定規則に関する明確化が図られています。
　日本企業（中国からみた国外組織）から中国企業（中
国からみた国内組織）に対するサービス提供を例に挙げ
ると、新増値税法および実施条例では、サービスの消費
が中国国内であれば国内取引、サービスの消費が日本な
どの国外であれば国外取引と整理されることになりまし
た。例えば、中国子会社の従業員を研修生として日本親
会社に派遣させて、日本で研修サービスを受けるような
場合、当該研修サービスが中国国内の貨物、不動産、天
然資源と直接的な関連を有する場合を除き、サービスの
消費は日本（国外）となるため、増値税の対象とはなり
ません。ただし、研修生が中国に滞在したまま、日本か
らのオンラインにより研修サービスを受ける場合には、
当該サービスの消費は中国（国内）となるため、増値税
の対象となると整理されます。この場合に、非居住者で
ある日本親会社は、中国の税務局に売上増値税を直接納
税することは困難であるため、対価を支払う側の中国子
会社に増値税の源泉徴収義務が課せられており、日本親
会社に支払う税込対価から増値税を源泉徴収して、中国
の税務局に納税することになります（図１）。
　一方、販売者と購入者が逆のケースにおける増値税の
内外判定は、従来の暫定条例の考え方が新増値税法にお

1．新増値税法の施行
（１）施行に先立ち発行された実施条例

　26 年 1 月 1 日から中華人民共和国増値税法（以下、新
増値税法）が施行されました。これまで運用されてきた
中華人民共和国増値税法暫定条例（以下、暫定条例）に
代わり、法律レベルに引き上げることで、中国最大の税
収である増値税の運用に関する確定性および安定性が強
化されることが期待されています。また、新増値税法の
施行に先立ち、25 年 12 月 25 日に中華人民共和国実施
条例（以下、実施条例）、その後に関連する公告も発行さ
れています。
　増値税は、日本の消費税と同様に、付加価値に課せら
れる税金であり、増値税の一般納税者の登記を行った企
業は、物品、サービス、無形資産、不動産購入時に増値
税を支払い（仕入増値税）、他方、これらの項目の売上時
に増値税を受取り（売上増値税）、この差額を納税するこ
とになります。これらの増値税の体系は、新増値税法に
おいても維持されており、暫定条例から大きく変わるこ
とはありません。

（２）仕入増値税についてのアップデート
　仕入増値税の変更点として税収確保の観点から増税項
目がいくつかあり、その一例として施行前から注目度の
高かった「貸付サービスの購入に係る仕入税額控除」に
ついて紹介します。
　新増値税法の条文において、暫定条例で従前規定され
ていた「貸付サービスの購入に係る仕入税額は控除して
はならない」という制限条件が削除され、新増値税法の
施行に伴い仕入税額控除が認められる可能性が期待され
ていました。しかし、新増値税法の施行に先立ち発行さ
れた実施条例第 21 条において、残念ながら当面の間は、
仕入税額控除は認められず、従来の取り扱いが継続され
ることになりました。
　ただし、新規定において、国務院財政・税務所管機関は、
当該政策の実施効果について適宜研究および評価を行う
べきであると明記されていることからも、将来的に政策
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いても踏襲されており、日本の消費税法と比較して
中国の増値税の課税範囲は広く定義されているた
め、注意が必要です。前述の図１の逆のケースとし
て、中国企業（中国からみた国内組織）から日本企
業（中国からみた国外組織）に対してサービス提供
を行う場合においては、まずはサービスを消費する
場所に関係なく中国国内取引となり、増値税の課税
対象となります。課税対象とした上で、一定の要件
を充足する場合には、後述する増値税ゼロ税率が適
用できる可能性があります。しかし、その要件の 1
つに「完全に国外で消費する」ことを求めており、
実務上は、その証明に苦労するケースも少なくあり
ません。証明ができない場合には、日本法人がサー
ビスを購入する場合であっても増値税の負担が生じ
ることになり、さらには、購入者である日本法人は
増値税の一般納税者としての申告を行っていないた
め、負担した増値税の仕入税額控除、または還付を
適用することもできません。結果、非効率な税コス
トが発生することになり（図２）、これらの税コスト
を商品価格に転嫁せざるを得ず、日本企業を含む国外企
業は、中国企業と比較して税コスト相当の中国市場での
価格競争力を失うことにつながってしまいます。

２．クロスボーダー取引に適用できる　　
増値税ゼロ税率

（１）増値税ゼロ税率が適用できる取引
　増値税ゼロ税率とは、日本の消費税法でいう輸出免税
取引に相当するものであり、貨物の輸出などの貿易取引
だけでなく、サービスや無形資産の販売などの非貿易取
引にも適用されます。従来の暫定条例においても規定さ
れていましたが、新増値税法および実施条例でも同様に
認められており、以下のとおり実施条例第 9 条において
対象となるサービスや無形資産の販売に関しても定義付
けされています。
　第 9 条　国内の単位または個人がクロスボーダーで販
売する次の各号に掲げるサービス、無形資産は、税率を
ゼロとする。
①国外単位に販売する完全に国外で消費する研究開発サ
ービス、契約エネルギー管理サービス、設計サービス、
放送映画・テレビ制作・発行サービス、ソフトウェアサ
ービス、回路設計・テストサービス、情報システムサー
ビス、業務プロセス管理サービス、オフショアサービス
アウトソーシング業務。

②国外単位に譲渡する完全に国外で使用する技術。
③国際運輸サービス、宇宙運輸サービス、対外修理補修
サービス。

（２）日本親会社としてチェックすべきポイント
　実施条例第 9 条①に掲げられるサービスに対して増値
税ゼロ税率を適用できるのは、「完全に国外で消費する」
サービスや無形資産の販売に限られています。「完全に国
外で消費する」とは、一義的なサービス受益者が非居住
者であれば良い、というものではなく、そのサービスが
中国国内の貨物、不動産、天然資源と関連性があるなど、
間接的にでも中国国内にサービスの受益がある取引は、
増値税ゼロ税率の適用が認められないリスクがあります。
　図２のような取引関係でグループ内のサービスの受委
託がある場合に、日本親会社の目線でも請求書に増値税
が含まれているかチェックしてみてください。もし、増
値税を含めて中国子会社からの請求がされているのであ
れば、増値税ゼロ税率を適用できていないことが分かり
ます。増値税ゼロ税率の「完全に国外で消費する」ため
の要件は、中国各地の税務当局ごとで解釈に差があり、
これまで安定的な運用ではありませんでした。法制化さ
れた新増値税の施行をキッカケに、あらためて日本と中
国の両面から効率的なタックスプランニングを見直しさ
れてみてはいかがでしょうか。
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